
貸 借 対 照 表

(2021年３月31日現在)
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 4,620,072 流 動 負 債 3,414,564

現 金 及 び 預 金 3,118,481 買 掛 金 529,784

受 取 手 形 6,660 電 子 記 録 債 務 484,385

売 掛 金 1,051,894 短 期 借 入 金 1,230,000

電 子 記 録 債 権 65,023 一年内返済予定長期借入金 40,512

商 品 及 び 製 品 46,011 未 払 金 487,435

仕 掛 品 91,335 未 払 費 用 83,660

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 65,520 未 払 法 人 税 等 94,935

前 払 費 用 53,080 未 払 消 費 税 等 185,584

未 収 入 金 114,830 前 受 金 4,810

そ の 他 8,842 預 り 金 131,390

貸 倒 引 当 金 △1,609 賞 与 引 当 金 138,123

固 定 資 産 2,417,240 そ の 他 3,942

有 形 固 定 資 産 1,686,451 固 定 負 債 931,549

建 物 326,155 長 期 借 入 金 313,976

構 築 物 5,675 長 期 預 り 金 2,510

機 械 及 び 装 置 457,097 長 期 未 払 金 14,571

車 両 運 搬 具 340 再評価に係る繰延税金負債 70,154

工 具、 器 具 及 び 備 品 28,129 退 職 給 付 引 当 金 530,336

土 地 834,953 負 債 合 計 4,346,113

建 設 仮 勘 定 34,100 純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産 36,324 株 主 資 本 2,482,904

ソ フ ト ウ エ ア 34,839 資 本 金 434,319

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定 1,485 資 本 剰 余 金 415,947

投資その他の資産 694,465 資 本 準 備 金 110,000

投 資 有 価 証 券 614,162 そ の 他 資 本 剰 余 金 305,947

破 産 更 生 債 権 等 4,905 利 益 剰 余 金 2,203,076

長 期 前 払 費 用 44,936 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,203,076

繰 延 税 金 資 産 13,744 別 途 積 立 金 760,000

そ の 他 21,620 繰 越 利 益 剰 余 金 1,443,076

貸 倒 引 当 金 △4,905 自 己 株 式 △570,439

評価・換算差額等 208,294

その他有価証券評価差額金 306,309

土地再評価差額金 △98,014

純 資 産 合 計 2,691,199

資 産 合 計 7,037,313 負 債 及 び 純 資 産 合 計 7,037,313

　



損 益 計 算 書

（2020年４月１日から
2021年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 6,765,261

売 上 原 価 5,384,956

売 上 総 利 益 1,380,305

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,322,866

営 業 利 益 57,438

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 9,371

受 取 家 賃 9,538

作 業 く ず 売 却 益 9,402

そ の 他 17,271 45,583

営 業 外 費 用

支 払 利 息 10,547

そ の 他 6,789 17,337

経 常 利 益 85,685

特 別 利 益

補 助 金 収 入 64,159 64,159

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 1,934

休 業 手 当 72,315

損 害 補 償 損 失 17,136 91,386

税 引 前 当 期 純 利 益 58,458

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 11,865

法 人 税 等 調 整 額 △3,673 8,191

当 期 純 利 益 50,267

　



株主資本等変動計算書

（2020年４月１日から
2021年３月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金
その他

資本剰余金
資本剰余金合計

当 期 首 残 高 434,319 110,000 305,947 415,947

当 期 変 動 額

　剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ―

当 期 純 利 益 ― ― ― ―

　自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ―

　自 己 株 式 の 処 分 ― ― ― ―

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

― ― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ―

当 期 末 残 高 434,319 110,000 305,947 415,947

(単位：千円)

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別途積立金

繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 760,000 1,436,456 2,196,456

当 期 変 動 額

　剰 余 金 の 配 当 ― △43,648 △43,648

当 期 純 利 益 ― 50,267 50,267

　自 己 株 式 の 取 得 ― ― ―

　自 己 株 式 の 処 分 ― ― ―

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

― ― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― 6,619 6,619

当 期 末 残 高 760,000 1,443,076 2,203,076

　



(単位：千円)

株 主 資 本

自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 △570,439 2,476,285

当 期 変 動 額

　剰 余 金 の 配 当 ― △43,648

当 期 純 利 益 ― 50,267

　自 己 株 式 の 取 得 ― ―

　自 己 株 式 の 処 分 ― ―

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

― ―

当 期 変 動 額 合 計 ― 6,619

当 期 末 残 高 △570,439 2,482,904

　
(単位：千円)

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
土地再評価差額金

評価・換算差額
等合計

当 期 首 残 高 175,347 △98,014 77,332 2,553,617

当 期 変 動 額

　剰 余 金 の 配 当 ― ― ― △43,648

当 期 純 利 益 ― ― ― 50,267

　自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ―

　自 己 株 式 の 処 分 ― ― ― ―

株主資本以外の項目の
当期変動額 (純額)

130,962 ― 130,962 130,962

当 期 変 動 額 合 計 130,962 ― 130,962 137,581

当 期 末 残 高 306,309 △98,014 208,294 2,691,199

　



個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの
決算末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

時価のないもの
移動平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。
①商品及び製品

移動平均法
②原材料

移動平均法
③仕掛品

個別法
④貯蔵品

最終仕入原価法
　
２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び2016
年４月１日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については、定額法によ
っております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８～50年
機械及び装置 ４～10年
また、2007年３月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償
却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。

(2) 無形固定資産
ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見
込額を計上しております。

(2) 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担
額を計上しております。

　



(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額
（自己都合期末要支給額の全額）に基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支
給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

　
４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の処理方法
税抜方式によっております。

（追加情報）
新型コロナウイルス感染症の拡大は、経済や企業活動に広範囲で影響を与える事

象であり、現時点で当社に及ぼす影響及び感染症の収束時期を予測することは困難
でありますが、翌事業年度の一定期間にわたり当感染症の影響が継続するという一
定の仮定に基づき、当事業年度の会計上の見積りを行っております。

　



（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 1,748,064千円
　
２．担保に供している資産

建 物 297,004千円
土 地 834,953千円

　 上記に対応する債務
短期借入金 680,000千円
一年内返済予定長期借入金 40,512千円
長期借入金 313,976千円

　
３．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）及び土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律 (平成13年３月31日公布法律第19号)に基づ
き、2002年（平成14年）３月31日に事業用の土地の再評価を行っております。
なお、再評価差額については、土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律
（平成11年３月31日公布法律第24号）に基づき、当該再評価差額に係る税金相当額
を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額
を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。
再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２
条第３号に定める固定資産税評価額により算出
再評価を行った年月日 2002年（平成14年）３月31日

４．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行５行と当座貸越契約を締
結しております。
当該契約に基づく当期末の借入未実行残高は次のとおりであります。
当座貸越極度額 1,995,000千円
借入実行残高 730,000千円
差引額 1,265,000千円

　



（株主資本等変動計算書に関する注記）
１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式（株） 4,015,585 ― ― 4,015,585

　
２．自己株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式（株） 1,105,700 7,816 ― 1,113,516

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加7,816株は、譲渡制限付株式報酬制度退職者の無償取得によ

るものであります。

３．剰余金の配当に関する事項
（1）配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 1株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

2020年6月25日
定時株主総会

普通株式 43,648千円 利益剰余金 15円 2020年3月31日 2020年6月26日

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当効力発生日が翌事業年度とな
るもの
該当事項はありません。

　



（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項
（1） 金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については短期的な預金を中心に、安全性の高い金融資
産で運用し、短期的な運転資金については主に銀行借入により調達しており
ます。
　また、設備計画に基づく必要な資金についても銀行借入により調達してお
ります。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　 営業債権である受取手形、売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスク

に晒されております。
　当該リスクに関しては、当社の与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管
理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を１年ごとに把握す
る体制としております。
　投資有価証券は、主に純投資目的の債券及び株式並びに取引先企業との業
務等に関連する株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　当該リスクに関しては、四半期ごとに時価や発行体（取引先企業）の財務
状況等を把握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直し
ております。
　営業債務である買掛金及び電子記録債務は、１年以内の支払期日でありま
す。
　借入金のうち、短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期
借入金（一年内返済予定長期借入金を含む）は、設備投資に係る資金調達で
あります。
　また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社で
は、財務経理部が月次に資金繰計画を作成するなどの方法により管理してお
ります。

　



２．金融商品の時価等に関する事項
　 2021年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるも
のは、次表には含まれておりません（(注)２参照）。

（単位：千円）

項 目 貸借対照表計上額 時 価 差 額

（1） 現 金 及 び 預 金 3,118,481 3,118,481 ―

（2） 受 取 手 形 6,660 6,660 ―

（3） 売 掛 金 1,051,894 1,051,894 ―

（4） 電 子 記 録 債 権 65,023 65,023 ―

（5） 投 資 有 価 証 券 603,162 603,162 ―

（6） 破産更生債権等 4,905

貸倒引当金（※） △4,905

差 引 ― ― ―

資 産 計 4,845,223 4,845,223 ―

（7） 買 掛 金 529,784 529,784 ―

（8） 電 子 記 録 債 務 484,385 484,385 ―

（9） 短 期 借 入 金 1,230,000 1,230,000 ―

（10） 長期借入金（一年内返済予定長期借入金を含む） 354,488 354,488 0

負 債 計 2,598,657 2,598,657 0

※ 破産更生債権等に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

(1)現金及び預金、(2)受取手形、(3)売掛金、(4)電子記録債権
　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。
(5)投資有価証券

　 これらの時価について、株式は取引所の価格又は発行体から提示された
価格によっております。

(6)破産更生債権等
破産更生債権等については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を貸倒引当金として計上しているため、貸借対照表計上額から当該貸倒
引当金を控除した金額をもって時価としております。

(7)買掛金、(8)電子記録債務、(9)短期借入金
　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことか

ら、当該帳簿価額によっております。

　



(10)長期借入金（一年内返済予定長期借入金を含む）
　 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行っ

た場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。
　

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は、次のとおりで
あり、金融商品の時価情報の「(5)投資有価証券」には含まれておりませ
ん。

　（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

非上場株式 ※ 11,000

※ 非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認
められることから時価開示の対象とはしておりません。

　



（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産 千円
　未払事業税否認 2,633
　未払事業所税否認 11,830
　賞与引当金否認 42,293
　貸倒引当金限度額超過 1,995
　減損損失否認 7,227
　投資有価証券評価損否認 15,443
　退職給付引当金否認 162,389
　役員退職慰労引当金否認 4,461
　会員権評価損否認 1,140
　少額資産一括償却否認 215
　たな卸資産評価損否認 350
株式報酬費用否認 4,653
繰越欠損金 52,533

　その他 1,352
　繰延税金資産計 308,520
　評価性引当額 △177,429
　繰延税金資産合計 131,091

繰延税金負債 千円
　その他有価証券評価差額金 △117,346
繰延税金負債合計 △117,346

　差引 繰延税金資産の純額 13,744

　土地再評価に係る繰延税金負債 △70,154

（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 927円34銭
２．１株当たり当期純利益 17円29銭
　
（重要な後発事象に関する注記）
　 該当事項はありません。

　


